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●ポイント「高齢者」のとらえ方
高齢者虐待防止法第２条第１項⇒「高齢者」を「６５歳以上の者」と定義。
同法の附則２では、「高齢者以外の者であって、精神上又は身体上の理由に
より養護を必要とするものに対する虐待の防止等のための制度については、
速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの
とする。」と規定。⇒「高齢者」にあたらない者についても適切な対応が必要。
その他の根拠法
●介護保険法第115条の44項第4号⇒被保険者に対する虐待の防止等必要な援助
※介護保険法の被保険者は、65歳以上の者に限られてはいない。
●老人福祉法（措置の対象者）⇒原則65歳以上の者。
65歳未満の者であって特に必要があると認められる者も含まれる。



●「養護者における高齢者虐待」の定義と類型

身体的虐待（第2条第4項第1号イ）
暴行、暴力、行動の制限、叩く、蹴る、つねる、縛るなど
介護・世話の放棄・放任（第2条第4項第1号ロ）
空腹状態のまま放置する、脱水状態にあるのに水分を与え
ない、劣悪な環境に放置など
心理的虐待（第2条第4項第1号ハ）
怒鳴る、ののしるなど
性的虐待（第2条第4項第1号ニ）
性的な行為を本人の合意なしに強要するなど
経済的虐待（第2条第4項第２号）
必要なお金を渡さない、本人のお金を勝手に使うなど



●ポイント「暴行」の考え方
暴行とは、人に向かって不法なる物理的勢力を発揮することで、その物理的力が、人の身体
に接触することは必要ではない。例えば、人に向かって、石を投げ又は棒を打ち下ろせば、
仮に石や棒が相手方の身体に触れないでも暴行罪は成立する。
（東京高裁判決 昭和25年6月10日）

※身体的虐待における暴力行為とは、刑法上の「暴行」と同様、
高齢者の身体に接触しなくても、
高齢者に向かって危険な行為や身体に何らかの影響を与える行為があれば、
身体的虐待と認定することができる。



●通報について
（高齢者虐待の早期発見等）
第5条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施
設従事者等、医師、保健師、弁護士、その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者
虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。

２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及
び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければならない。

（養護者による高齢者虐待に係る通報等）
（第７条第１項）養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高
齢者の生命又は身体に重大な危険性が生じている場合は、速やかにこれを市町村に通報しなけ
ればならない。

（第７条第２項）前項に定める場合の他、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者
を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するように努めなければならない。

（第７条第３項）刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前２項
の規定による通知をすることを妨げるものではない。

（第８条）…（略）通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって、
当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。





●都道府県別の通報件数



●通報者の内訳



【参考】加害者が養護者に該当するか判明しない場合
第１ 認知時における適切な対応
１ 市町村への通報（法第７条及び法第２１条関係）

（１）通報対象となる事案
イ 加害者が養護者に該当するか判明しない場合

加害者を特定しても、当該加害者が被害高齢者の養護者に当たるかどうか
の判断については、警察では困難な場合もあり得る。この様な事案につい
ては、加害者が被害高齢者と同居している場合には、高齢者虐待事案とみ
なして市町村に通報すること。また、加害者が親族である場合には、当該
加害者が養護者に当たらないときも、高齢者虐待事案の早期発見、早期対
応の観点から、市町村に通報すること（例えば、同居していない親族によ
る事案や同居している孫による事案などが考えられる。）

平成18年3月16日 警察庁生活安全局長／警察庁長官官房長／警察庁刑事局長 通達
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
の施行踏まえた高齢者虐待事案への適切な対応について」より抜粋



●事実確認の状況



●立入調査について



●なぜ、支援困難事例ではなく、虐待と認定する必要
があるのか︖
高齢者虐待対応の目的は、虐待を解消し、高齢者が安心して生活を送るために環境を
整えること。
その目的を実現するために、虐待を受けている高齢者の保護はもとより、必要な場合には、
養護者も支援の対象として明確にするために、虐待と認定することが重要。
相談や通報を受け付けた事例が高齢者虐待に該当するかどうかを判断することは、高齢者や
養護者を支援の対象として位置づけるためになされるもの。
また、高齢者虐待と認定することで、市町村権限の行使も含めた適切な対応を検討すること
が可能となる。
このとき、高齢者や養護者の虐待に対する自覚は問わない。
客観的に見て、高齢者の権利が侵害されていると確認できる場合には、虐待と認定して対応
を行う必要がある。



●事実確認の結果と、虐待認定の件数





【参考】市町村における体制整備等



●虐待の発生状況 被虐待者①



●虐待の発生状況 被虐待者➁



●虐待の発生状況 虐待者



●分離の有無



●「やむを得ない事由による措置」について

市町村は、虐待の防止及び当該高齢者の保護を図る必要があると判断した場合、
適切にやむを得ない事由による措置を実施する必要がある。

①「生命または身体に重大な危険の生じるおそれがある」場合、高齢者の判断能
力の有無にかかわらず、「やむを得ない措置」をとることも可能。

➁高齢者の判断能力が低下し、必要なサービスが利用できない場合。
③経済的な虐待があり、生活に必要な金銭が高齢者のために使われていない場合。
④高齢者が自ら助けを求められない場合。（または、求めようとしない場合）
⑤面会制限の適用が必要な場合。



●やむを得ない事由とは
①事業者と「契約」をし、介護サービスを利用することや、その前提となる
市町村に対する要介護認定の「申請」を期待しがたいこと。

➁養護者による高齢者虐待を受け、当該養護者による高齢者虐待から保護される
必要があると認められる場合。
または、６５歳以上の者の養護者がその心身の状態に照らして養護の負担軽減
を図るための支援を必要と認められる場合が想定されるもの。

●やむを得ない事由による措置のサービス種類
・訪問介護 ・通所介護 ・短期入所生活介護 ・小規模多機能型居宅介護
・認知症対応型共同生活介護 ・特別養護老人ホーム
・看護小規模多機能型居宅介護



●ポイント 市町村が法の求めている権限を行使せず、
適切な対応を行わなかった場合の法的責任

市町村が適切な権限を行使せず、高齢者虐待の対応を放置した場合のように、
虐待対応をすべき作為義務があるのにその権限を行使せず、その結果、
高齢者の生命や身体、財産に損害が生じた場合、市町村は「国家賠償法
第１条第１項に基づき、損害賠償の責任を負う可能性がある。

ここで大切なことは、具体的な虐待対応をしないことは違法であるという認識。
コアメンバー会議や虐待対応ケース会議などで、具体的な場面において市町村
として何をなすべきかという点を見極めることが必要。



●連携と５つの組織の壁
連携とは、互いに連絡をとり協力して物事を行うこと
（広辞苑より）

①相互の方針のずれ⇒相手部門と方針や関心がずれていること。
➁相手部門の能力・人手不足⇒期待する能力が相手部門になかったり、あったとしても忙しくて

余裕がないこと。
③自己の連携構築力不足⇒自分自身のことで、連携をマネジメントする能力が足りないこと。
④部門重視の制度⇒評価制度等の各種制度が部分最適を助長するものになって

しまっていること。
⑤心理的なわだかまり⇒感情面のこと。 富士ゼロックス総合教育研究所 人材開発白書

富士ゼロックス総合教育研究所 研究室長

首都大学東京大学院ビジネススクール非常勤講師 坂本雅明



●同居し、養護する娘ではなく、同居はしているが養護
はしていない孫（娘の子）による虐待は、「養護者に
よる高齢者虐待」ととらえることができるか︖

養護者でない同居人の虐待行為そのものは「養護者による高齢者虐待」とは
いえない。（第２条第４項）
しかし、養護者が、養護者以外の同居人による身体的虐待、心理的虐待、
性的虐待を止めることなく放置した場合には、虐待を放置した養護者の行為
は「養護を著しく怠ること」に当たる。（第４条第１号ロ）。
したがって、このような場合には「養護者による虐待」として高齢者虐待
防止法による対応を行っていく。



●あざや外傷が残っていない場合、身体的虐待と認定
できるか︖

高齢者によっては、内出血ができやすかったり、時間の経過によってあざの場所が
移動することも考えられる。
そのため、あざや外傷が残っていない場合や、養護者が否定する場合でも、高齢者
や周囲からの聞き取りで話を突き合わせて事実確認を正確に行い、虐待に該当する
かどうかを判断する必要がある。



●同居していない親族や、知人による経済的虐待への
対応はどのように行ったら良いか︖

高齢者虐待防止法では、経済的虐待の主体を「養護者又は高齢者の親族」と
規定している。（第２条第４項第２号）
したがって、同居の有無に関わらず、高齢者の親族が経済的虐待をしていれば、
本法の適用がある。
また、同居していない知人であっても、養護者と言える場合もある。
これに対し、養護者と評価されない知人が経済的虐待をしている場合は、本法
の適用はない。
この場合、事例によっては刑法の詐欺罪、窃盗罪、民法上は不当利益の返還
請求や不法行為による損害賠償請求をすることも考えられる。
併せて、成年後見制度の申立てが必要となるケースも多い。



●養護者や家族が「本人のため」と言って、リハビリや介護を
行い、その結果本人にケガを負わせたり、精神的苦痛を与え
ている場合は、虐待に該当するか︖

養護者や家族が「本人の健康のため」と言って、専門的知識に基づかないリハビリを行った
結果、高齢者に外傷や精神的苦痛を与えたり、「本人は何もできないから」と決めつけて
全介助をし、高齢者が精神的苦痛を感じている場合には、虐待と認定することができる。
（ケガを負わせれば身体的虐待、精神的苦痛を与えれば心理的虐待に該当）
養護者や家族に、高齢者の心身の状態や医療、介護に関する知識がなかったり偏っている
場合、虐待を解消するために養護者や家族に対して必要な知識をもってもらうような支援
が求められる。
また、「養護者は一生懸命介護しているから」という理由で虐待ではないと捉えてしまう
など、虐待従事者側の判断で高齢者の権利を侵害することのないよう、正確で事実に基づ
いた判断を行うことが重要。



●高齢者本人が必要な医療や介護保険サービスを拒否したり、
自ら不衛生な住環境で生活している場合（セルフネグレクト）
どのように対応すれば良いか︖

高齢者が自らの意思で、または認知症やうつ状態などのために生活に関する能力や
意欲が低下し、周りに対して援助を求めず、客観的に見て本人の人権が侵害されて
いる事例があり、これをセルフネグレクト（自己放任）という。
セルフネグレクトは、高齢者虐待防止法に定める虐待の５類型のいずれにも該当しない。
客観的に見て、支援が必要なセルフネグレクトの状態として、①判断能力が低下して
いる場合、➁本人の健康状態に影響が出ている場合、③近隣との深刻なトラブルになって
いる場合などが考えられる。
基本的には自己決定権が尊重されるべきではあるが、高齢者本人との信頼関係を構築する
過程で、本人に働きかけていくことが必要となる。



●人格尊重義務違反



●とあるグループホームにて
グループホームＡは、季節感を大切にしており、四季折々を感じていただけるような催し物
を職員が企画して提供している。
１２月は、クリスマス会を企画し、サンタの衣装やトナカイの衣装を準備し、利用者に着用
てもらった。
職員のＢさんは、トナカイの角を模したカチューシャと、真っ赤な鼻を模したお面を手に取り、
利用者Ｃさんに対して「よかったら付けてみませんか︖」と声をかけ角と鼻を付けた。
Ｃさんはビックリして、角と鼻を取り除こうとしたが、職員のＢさんはその手を抑えて、
「とっても似合っていますよ。皆さん、Ｃさんがトナカイになりましたよ。」と言うと、当日
のカメラ係である職員が、その様子を写真に収め、後日グループホームの広報紙へと掲載した。
この広報誌を見たＣさんの家族より、グループホームに抗議を行った。
グループホームの施設長は、「コンプライアンス違反であり、職員を指導する。」と謝罪したが
家族よりＣさんの手を抑えている写真を示し、「これは施設による虐待ではないか︖」として市
に通報を行った。
その後、当該市は「介護保険法の人格尊重義務違反」と認定し、３ヶ月の新規受け入れの停止の
行政処分を受けることになった。





●有料老人ホームの場合
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